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引当金による財務
清水 宗
I 
企業財務の動向を眺めると，企業の外部からの資本調達と並んで，企業内
部における資本調達が各国において大きな比重を占めるにいたっている。外
部から調達された資本が運用された結果として，利益が獲得されるが，その
利益が企業の内部に留保されて新しい資本となり，それが外部から調達され
た資本と合体してまた運用されていく。このような利益の企業内部への留保
は，利益処分のさいに純利益から利益を企業それ自体に留保する過程で行な
われるものであるが，利益処分以前において，換言すると，利益そのものを
計算する形式で，損益計算上の費用を計上する過程を通してもまた，企業そ
れ自体への収益の留保が行なわれる。引当金の形成がこれのひとつの手段で
ある。しかし，ギールシュによると，動的貸借対照表観の具体化の手段とし
て，引当金はシュマーレンバッハの貸借対照表形式においては，まだ支出で
1) 
ないかまたはまだ収益ではない費用に相応するものである。それゆえ，引当
金がどのような意味において内部財務となるか，ということを究明する必要
がある。そして，この観点から引当金を考察するとしても，そこで問題とな
るのは，利益留保を意味する自己金融と引当金との関係が必ずしも明白では
ないということである。つまり，引当金による金融を自己金融そのものとす
るものと，その他の内部金融とするものとがあって，その取扱いについては
学者の間において異説が行なわれている。そこで，まず，若干の学者の所説
の検討を通じて内部財務としての引当金の性格を確認しなければならない。
1) E. Schmalenbach, Dynamische Bilanz, 11. Aufl., Koln und Opladen 1953, 
S. 55/56.; H-H. Giersch, Investitionsfinanzierung und Besteuerung, Wiesbaden 
1961, s. 81~82. 
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この作業ののちに，問われるべき問題は，引当金の形成がどのような金融効
果を持つかということであろう。そして，この問題は税務上の取扱いとも交
錯するのである。そこで，これらの問題について若干の考察を加えようとす
る小稿を，故高尾教授追悼記念号に寄せることにする。
]I 
まず，引当金による金融を，利益留保としての自己金融と同一視する学者
の見解からみていくことにしよう。
引当金による金融を，利益留保としての自己金融と同一視するものに，ペ
ックマンの考え方がみられる。彼女の見解によると，その金額と期間がもっ
ばらその経営経済の判断に任かされている年金受領者または遣族の給付にか
かわるものであるならば，この項目は単に自己資本または積立金と称するこ
とができ，その等価物は資産に投資されるという。ところが，彼女による
と，給付が慣習法でまたは契約によりエ員と職員とに帰属する場合は問題で
あり，その明示された金額は今や補足的に引当金だとされるべきであり，そ
れゆえに他人資本とみなされるべきである。もちろん，通例の場合には，こ
の金額は外部からその経営経済に流入したのではなく，自己金融の方法で発
2) 
生したという区別をもっている，というのである。彼女はまた， 「自己金融
は，もし留保するのでなければ商慣習で，契約によってもしくは規約に従っ
3) 
て分配されるだろう利益部分を留保するような方法でなしとげられる」と言
っている。
かように，ベックマンにおいても，年金引当金が内部的他人金融であると
いう認識はある。しかし，これは外部金融ではないというところから，年金
引当金と年金積立金との同一性を説くことになる。引当金や積立金が外部金
融でないとの解釈には異論をさしはさむ余地がないが，負債性引当金と積立
2) L. Beckmann, Die betriebswirtschaftliche Finanzierung, 2. Aufl., Stuttgart 
1956, s. 42. 
3) L. Beckmann, a. a. O., S. 38, 
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金との同一視は，引当金の属性を見落とすものである。
ところで，ベックマンの場合におけるよりもいっそう直赦に，引当金によ
る金融を，利益留保としての自己金融と同一視するものに，フォルムパウム
の考え方がみられる。彼は利益留保の手段として，公示，秘密の利益留保と
並べて，債務契約の中に挙げられている条件が将来発生することによって発
生するような（したがって期間を先へ延ばして条件付けられている）支払義
務がその問題になっている限り，引当金における利益の割当て，をかかげて
いる？
それでは，彼はどういう理由で引当金の計上を利益の割当てと考えるので
5) 
あろうか。以下にその所論の大要をみておこう。
引当金が形成される場合には，一般にある不確実債務が存在していて，そ
の債務を帳簿上把握することはある費用の記帳を伴なうのである。その費用
の記帳に伴なって，その年度利益を減少させるか，あるいはその年度損失を
増加させるようなこの費用を顧慮するならば，有効な発生の時点と計算上の
計上の時点とが区別されなければならない。その費用が有効に発生しうるの
は，支払時かまたは条件付でない債務の発生時に限られている。このこと
は，諸引当金については，引当金の形成時にある費用が利益の負担で記帳さ
れて，その利益が，承諾引受の開始の場合に（たとえば，訴訟引当金の場合
にその訴訟に敗れるという承諾）初めて，あるいは条件の成就の場合に（た
とえば，年金引当金の場合に）初めて実際上取り崩されるということを意味
する。承諾または条件が成就するまでは，目的に拘束された資本留保があっ
て，この資本留保はその年度利益の負担でか，あるいは自己資本の負担で行
なわれている。最初の場合にだけ引当金の形成とともに，自由になる資本が
外部からの流入なしに増加した。したがって，承諾または条件の開始する時
期には他人資本に変わるような自己金融が行なわれた。これとは反対に，第
二の場合には（自己資本の負担での資本留保）， 引当金の形成とともに，自
4) H. Vormbaum, Finanzierung der Betriebe, Wiesb叫en1964, S. 93~94. 
5) H. Vormbaum, a. a.・ 0., S. 95 und 97. 
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由になる資本が，その構成の中で変形されたにすぎない。自由になる資本の
増加が少しもなく，それゆえ定義からすれば何らかの自己金融であるとは言
えない。しかし，ある経営の損失が新損益計算書に繰り越されて，したがっ
て将来の利益でもって何よりもまず損失消却が行なわれるときにはいつも，
この措置は利益の将来の留保と，それとともに何らかの将来の自己金融との
準備をする。
このようにして，われわれは，彼の理論が，引当金の形成される相手科目
としての費用の計上ー→年度利益減少~年度利益の負担での資本留保ー→~
資本増加（自己金融）， また， 費用の計上ー→年度損失増加—―→自己資本の
負担での資本留保一~というように展開されていることを知るの
である。前者の場合の，自由になる資本が外部からの流入なしに増加した，
とする説明のなかに，内部的な経過で資本の増加があったという考え方がう
かがわれ，この考え方自体は少しも誤りはない。ところが，疑問となるの
は，承諾または条件の開始する時期に他人金融に変わる自己金融が行なわれ
たとされていることである。彼の考えていることは，おそらく，訴訟引当金
の場合には，その訴訟について確定判決があるまでは，金額の未定の債務が
あるだけであり，また，年金引当金の場合にも，年金受給の条件が成就して
年金請求権が発生するまでは，条件のみたされない不確定債務があるだけで
あるから，承諾または条件の開始する時期以前には利益留保＝自己金融が行
なわれたのであって，承諾または条件の開始する時期に至って，利益留保が
内部的他人金融に変わるということであろう。ここから，負債性引当金を任
意積立金と同一視して自己資本視し，引当金金融を自己金融とする不都合な
結末が招来してくるのである。われわれは，承諾または条件の開始前の債務
が不確定なものであっても，これを記帳するために，ある費用を計上して引
当金を形成するときには，その引当金を内部的な負債と見て，内部的他人金
融が行なわれたと解したい。
' 同様な見解はドイチュによってもうかがうことができるのである。その要
6) 
旨は次のとおりである。
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特別な前提のもとに，純然たる自己金融と同様に，種々の自己資本代用物
が年度利益の負担で新たにつくられる。この貸借対照表項目はなるほど他人
資本に数えられるべきであるが，機能的には少なくともしばらくの間，自己
資本の代わりをし，また，危険を慎重に評価する場合には早晩，真正の自己資
本になりうる。これに属するものには，特に納税の猶予によって助成された
価格騰貴積立金や輸出奨励積立金，所得税法による価値修正項目，所得税法
による工場労働者の養老手当に対する免税の利益使用，および，その理由か
ら見るとなるほど分ってはいるが，その金額からすると知られていないよう
な，その他の債務に対する引当金 (Riickstellungenfir sonstige Verbindlichkei・
ten)がある。
このようにみると， ドイチュは自己資本代用物が年度利益の負担で新たに
つくられるとしているのであり，これは，その着想において，資本留保が年
度利益の負担で行なわれるとするフォルムバウムの見解に近いものがある。
ただフォルムバウムにおいては，「引当金における利益の割当て」が明確に自
己金融のひとつとしてあげられているに対して， ドイチュでは，自己資本代
用物の形成は純然たる自己金融と同様の硯象として考えられている。積立金
と並べて， 「その他の債務に対する引当金」を自己資本代用物と見る点で，
ドイチュもフォルムバウムと同様に，負債性引当金を積立金と同一視する誤
りをおかしている。
これを要するに， フォルムバウムの見解， ドイチュの見解のいずれも，表
現には相遮があるが，引当金を積立金と同一視する考え方がとられている。
この見解は肯定できないが，引当金の計上が，企業内部からの自己資本調達
であり，積立金の設定となる場合がないわけではない。ハルトマンによる
と，真の引当金は近いうちに満期になる債務であるから，これは他人資本で
6) P. Deutsch, Grundfra月ender Finanzierung im Rahmen der betrieblichen 
Finanzwirtschaft, Wiesbaden 1962, S. 19~20. 
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7) 
あるが，過大に計上された引当金は自己資本であるというのである。それ
は，ギールシュの言う「貸借対照表で眼につくという理由から，公示積立金
8) 
のそれ以上の積み重ねが，しばしばもはや得策と思われない」ときの「随意
引当金」 (Willkiirriickstellung)である。 これらに従うと， 引当金の計上によ
る留保収益が過大である場合に，その過大部分が利益留保と解されているこ
とがわかる。これは当然のことである。
lI 
前項でみた見解と相対するものとして，次に，われわれは，引当金による
金融を，利益留保としての自己金融と区別して，内部金融の一形態とする見
解に注目しよう。同じように，引当金による金融を，利益留保と区別される
内部金融と見る学者であっても，それを一律に論断することができないこと
を注意しなければならない。
まず，当面の問題を究明する糸口を求めるために，ワルプの所説を顧みる
と，彼はすでに1947年にその著書において，金融資金がどのような源泉に由
来しうるのかを問題とし，内部金融を外部金融と区別している。そして，彼
においては，内部金融としては，利益または積立金，引当金，減価償却資
9) 
金，流動資産の減少が挙げられていて，利益が原則として本質的な内部金融
10) 
手段であるとされている。そこから，利益または積立金と区別される内部金
融手段としての引当金の意義が彼の念頭にあることが推察しうるのである。
しかし，彼においては，利益留保としての自己金融という表現が用いられて
いない点に何か物足りないものを感ずる。
上に述べたようなわれわれの不満はヘルレの所説によって解消させられ
7) B. Hartmann, Das Kapital in der Betriebswirtschaft, Meisenheim, 1957, S. 
100. 
8) H-H. Giersch, a. a. 0., S. 82. 
9) E. Walb, Finanzwirtschaftliche Bilanz, 2. Aufl., Duisburg 1947, S. 42. 吉
田•宮本共訳『ワルプ資金会計論』（昭37. 中央経済社刊） 79ページ。
10) E. Walb, a. a. 0., S. 74.前掲訳書， 121ページ。
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る。そこで，彼が引当金について論じているところを問題としよう。彼はハ
ックスの典型的な財務の概念と拡張された財務の概念に言及して次のように
述べている。
「拡張された概念においては，通常の売上の過程もフィナンチールンクの
源泉とみなされる。そのさい，消極資本を供給することもまた問題になる限
り（たとえば利益の留保や売上収益からの引当金の形成）， 両方の財務の概
念が一致する。しかしながら，追加の投資のための資金が獲得される手段で
ある積極の部の単なる資本自由化が起こる限り，したがって資産における転
換過程のみが起こる限り，拡張された財務の概念は典型的な理解を凌駕す
11) 
る」と。上の引用から，彼の意図が，拡張された財務の概念を前提とするさ
いでも，典型的な財務の概念を前提とするさいと同様に，貸借対照表の消極
の部の資本の構成にかかわりをもつ過程は，内部金融に含められるが，積極
の部での資産の転換となる過程は内部金融に含められ、ないことにあるという
ことがわかる。こういう考え方に基づいて，引当金の形成を消極の部での他
人資本の形成と考え，これを，消極の部での自己資本の形成に属する利益留
保とともに内部金融に含めるのである。そして，年金，租税等のための引当
金の形成は内部的他人資本調達であるとされ，利益留保としての自己金融は
12) 
内部的自己資本調達であるとされる。ただ，彼においては，負債性引当金を
内部金融に含めながら，減価償却を内部金融に含めないのである。減価償却
を費用として計上する場合にも，引当金が設定されてその相手科目としての
費用が計上されるのであってみれば，そこには，彼の言う「売上収益からの
引当金の形成」の姿が存在する。けっきょく，彼は貸借対照表の消極の部で
の資本の形成を強調するあまり，減価償却を資産における転換過程としてし
まい，引当金金融と減価償却金融とに共通する売上収益からの金融の面を見
落としてしまう。
11) D. Harle, Finanzierungsregeln und ihre Problematik, Wiesbaben 1961, S. 
14. 
12) D. Harle, a. a. 0., S. 19. 
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なお，ヘルレも資本代替を問題とする場所では，引当金を自己資本に近い
ものとして取り扱っている。すなわち，彼によると，資本代替は外部からの
新しい資金の調達（銀行，仕入先，その他の債権者，社員，株主）によって
か，企業自体における資本形成（留保された利益，自己資本に似た引当金へ
13) 
の割当て）によって行なわれるというのである。同じ意味のことを，われわ
れは彼の「企業自体における資本形成による代替の可能性についての発言は
いくぶん容易にされる。それは一企業の収益力と，その収益から金融されう
る新しい投資計画の大きさとに依存している。比較的大きな利益および利益
に似た収益（たとえば自己資本に似た性格をもった引当金への割当てに利用
される収益）と比較的小さいもっと先の投資計画とをもった経営経済は，比
14) 
較的に多く他人資本を引き寄せることができる」との言葉に見い出す。かよ
うに，自己資本に似た引当金への割当て，自己資本に似た性格をもった引当
金への割当てに利用される収益という言葉の中に，引当金を留保利益に類似
するものとする考え方がうかがわれる。しかし，引当金への割当てに利用さ
れる収益の存在は，留保利益の存在とあいまって，資本代替，すなわち，従
前の他人資本供与者に代わる新しい他人資本供与者の，企業への誘引を容易
15) 
にするという趣旨のことを説いており，資本代替を問題とするさいにも，引
当金の形成を留保利益と区別しているとみてよいのである。さらに，彼の見
解の特質は，引当金の形成を，資本の自由化としてではなく，資本の形成と
して考えるところにある。減価償却についての彼の考え方は正しくないが，
引当金の形成は彼においては，正当に内部的他人金融として，また，売上収
益からの金融として理解されている。
引当金からの金融を利益留保と区別される内部金融の一形態とする見解は
リヒィにもみられるが，そこには若干の相遮がみられる。
13) D. Harle, a. a. 0., S. 106. 
14) D. Harle, a. a. 0., S. 109. 
15) 資本代替については， 別の機会にヘル叫説をシュマーレンバッハ説と比較した。
拙稿「借入財務の理論」（「企業会計」第23巻•第 1 号，昭46. 1) 
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彼の説くところを聞くと，外部金融の源泉は企業者の財産かあるいは金融
市場および資本市場である。内部金融の源泉はその経営によって獲得された
収益である。外部からの導入とともに，また，留保された利益からの経営内
的な資本形成とともに，その経営の資本基礎は増大する。他方，資本自由化
によって，もともと利用しうる資本量は増大しない。しかし，自由化された
資本の再投入によって，追加資本の投入によると同じ金融効果が少なくとも
16) 
一時的に得られる，というのである。そして，彼においては，引当金からの
17) 
金融は減価償却費相当額からの金融，資産部分の廃棄からの金融とともに，
16) 
「自由化された資本からの金融」に含められるのである。すなわち，彼によ
ると，内部金融の源泉は経営の売上過程自休であり，その経営に流入する収
18) 
益が引当金金融の基礎である。
さて，引当金からの金融に関するかような見解は，先にみたヘルレの見解
と比較してみる必要がある。売上収益からの金融として引当金金融を理解す
る点でリヒィはヘルレと同調しているが，ヘルレにおいては，引当金の形成
は内部からの他人資本調達であり，内部的な資本の形成であるに対し， リヒ
ィにあっては，引当金からの金融は資本の自由化であって，内部的な資本の
形成ではない。リ ヒィにおいては，内部的な資本の形成は留保利益からの金
融のさいに起こると考えられている。売上収益からの金融とみる見解には異
論のないところであろうが，引当金の形成が，資本の形成であるか，資本の
自由化であるかは，見るものの見解の分れるところであろう。減価償却費相
当額からの金融は確かに資産の転換を通じて，資産に拘束された資本が拘束
を解かれるという硯象が存在するから，それを資本の自由化と呼ぶことがで
きる。シュマーレンバッハも，拘束された資本から自由な資本への転換の主
要な現象形態のひとつに，減価償却をあげ，拘束された資本の自由な資本への
16) W. Lichy, Besteuerung und lnnenfinanzierung, Berlin 1965, S. 13~14. 
17) この点については， 資本利得に関する考え方が問題となる。拙稿「資産評価と資
本利得」 （「産業経理」第33巻•第 3 号，昭48.3)
18) W. Lichy, a. a. 0., S. 16. 
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19) 
転換によってなんら新しい資本は形成されないという考え方をとっている。
しかし，負債性引当金のさいには，資産の転換を通じて資産に拘束された資
本が拘束を解かれるという事実は無いし，また貸借対照表の貸方項目が増加
するという事実があるから，われわれは資本の自由化という説よりはむしろ
資本の形成とみる説に賛成したい。
IV 
次に，改めて問われるべき問題は，引当金の形成がどのような金融効果を
持つかということである。ここでは，このことを考察してみよう。
まず，引当金の本質について， リヒィは次のような要旨の見解を述べてい
えol
引当金も貸借対照表に示される減価償却配分額とある計算技術的な類似性
を示す。両者はある長期の価値消耗の期間限定のための配分方法であって，
両者の基礎になっているのは，正しい期間限定という原則である。それらの
相違は，勘定記入の時間的な反対の中に見られる。減価償却は，すでに生じ
た支出を，発生原則にしたがって，事後に比較的多くの計算期間に配分する
ものであるに対し，引当金は，将来の支出を前もってその発生期間に算入す
る。したがって，動的貸借対照表論の見地からは，引当金はつねに費用に対
する支出の見越しであり，現在の期間に費用として発生した比較的後の期間
の支出の成果計算的な先取りである。それは，将来の支出が，なるほどその
理由から見ると確定しているが，その金額や期限では不確定であることのた
めの見越しの計算限定項目と相遮する。
かような説明によってみると，引当金は， リヒィにおいては，費用に対す
21) 
る将来の支出を，費用の期間限定の原則に基づいて，成果計算上，先取りす
19) E. Schmalenbach, Kapital, Kredit und Zins, 3. Aufl., Koln und Opladen 
1951, s. 76. 
20) W. Lichy, a. a. 0., S. 65. 
21) この側面の研究に関しては，拙稿「繰延資産の性質と償却」（「企業会計」第26巻
•第 1 号，昭49.1) 参照。
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るものと考えられており，その発想は財務論学者と思えないほど動態論的で
ある。ここでの問題はむしろ引当金による金融がどのような意義を持つかを
明らかにするにあるから，ひきつづき彼の所論をみることに．しよう。
彼によると，引当金は次の二つの課題をみたさなければならない。すなわ
ち，（a）引当金は，金額と時点とについて不確実なさいに，将来において初め
て支払過程として実硯化する費用発生額だけその期間の貸借対照表利益を修
正する。 (b)引当金は，持分所有者や国庫への，引当金と同等の収益の部分の
流出を妨げ，そしてこのようにして同じ額だけ流動資金を，将来の支出の資
20) 
金準備としてその経営に拘束する。
さて，（a）の課題は企業の利益計算という課題に関連するものであり，ま
た，（b）の課題は企業の財務の課題にかかわるものである。このことは，次の
表現のうちによく現われている。 「収益性の構成要素として，引当金は期間
利益決定に，また，それに基づいて毎年度の成果租税負担の額に影響を及ぼ
す。流動性の構成要素として，引当金は流動資産をしまっておいて， そし
て，利益配当や成果納税として流出するのを防ぐことによって，将来の支出
の財務管理的な資金準備を確実にする。引当金がこのような支出に対応して
それを履行することができるのは，引当金が持分所有者や国庫に相対して，
22) 
経営経済上の諸要求に応じて事実また実行されるときだけである」と。その
言っていることは，つまり，引当金が形成されるときの相手勘定としての費
用が，期間利益算定に影響し，ひいては，課税所得算定に影響するというこ
と，また，引当金の形成は流動資金の流出を阻止し，これを留保することに
より将来の支出に対する資金の準備をするということ，これである。
それにしても， リヒィの言う二つの課題がよく達成されて，引当金の形成
が金融効果を持つためには税法上の裏づけが必要である。このことは，ギー
ルシュもその著書において明らかに恩めているところである。彼によると，
利益決定額としての引当金の税務上の取扱いが保証されているときにだけ，
乎行的に進行する租税流出なしに，引当金の等価物の完全な拘束が行なわれ
22) W. Lichy, a. a. 0., S. 65~66. 
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るのであって，そこに，期間的に正しい費用把握のための前提があるばかり
でなく，資本課税の転移によって同時に，金融手段としての引当金の設定の
23) 
問題点もまたあるのであるという。しかし，ギールシュが述べているように，
「真の引当金形成の発生原則は，原則として税務貸借対照表においてもあて
はまるが，そこで適用される基準は商事貸借対照表に比べてはなはだ厳格で
23) 
ある」。このことは， リヒィの言うように， 税法は静態論的な考え方と関係
24) 
をたつことができなかったためであろう。彼によると，経営監査士協会は専
門家の意見の中で，引当金の負債化が，不可抗的に正規の簿記と貸借対照表
作成の原則から生ずるということを繰返し説明してきたとし，この原則は商
法および税法に従った貸借対照表作成に対して事実また基準的であると述ペ
25) 
ている。われわれは，財務管理的観点から，この専門家の見解に賛成するも
のである。
＞
 
以上のところで，われわれは，まず，引当金による金融に関する見解を，
自己金融あるいは自己金融と同様のものとみる立場と，自己金融以外の内部
金融の一形態とみる立場とに分けて，その問題の所在を明らかにした。
われわれは，引当金による金融を，売上収益からの金融であると思う。引
当金が形成されるときには，相手科目として費用が計上され，この費用が収
益に賦課されることを通じて，引当金に相当する収益部分が企業内部に留保
される。そして，この留保が行なわれるためには，収益が売上収入金として
流入する必要があり，それゆえ，売上過程を源泉とする点ではこの留保は減
価償却による留保収益と同様である。このようにして，引当金の形成が確か
に留保には遮いないのであるが，私見では，引当金による留保収益を，積立
金による留保利益と同一視することができない。われわれは，引当金による
23) H-H. Giersch, a. a. 0., S. 82. 
24) W. Lichy, a. a. 0., S. 67. 
25) W. "Lichy, a. a. 0., S. 71. 
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金融を積立金による利益留保，すなわち自己金融と区別される内部金融の一
形態とみる。積立金による利益留保は，利益処分のさいに純利益から利益を
企業休に留保する過程で行なわれるが，引当金による収益留保は，利益計算
上の費用を計上する過程を通して企業体への収益留保が行なわれる。しか
し，引当金による収益留保を，積立金による利益留保と同一視することがで
きるばあいがある。引当金による留保収益が過大であるときのこの過大分が
すなわちこれである。負債性引当金が過大に計上されるときが，その適例で
ある。
次に，われわれは，同じように，引当金による金融を利益留保と区別され
る内部金融とみる見解といえども，これを資本の自由化とみる立場と，新し
い資本の形成とみる立場とに分けて，われわれが，引当金による金融を資本
の自由化ではなく，新しい資本の形成と考えるゆえんを明らかにした。資本
の自由化は，なんらかの資産に資本が拘束されているという現象がまず存在
していて，その資本が資産の転換—一ー減価償却であれ—を通じて拘束を解
かれるときに起こるのである。引当金による金融のさいには，貸借対照表の
消極側の他人資本の増加がみられるが，資産の転換に伴なって，拘束資本が
自由資本へ転換するという姿はみられないのである。
ところで，内部的他人金融としての負債性引当金は，（イ）当期に発生した費
用だけ年度利益を減少させるから，配当金としての資金の流出を阻止し，（口）
課税所得の減少を招来するから，租税負担を軽減し， Vヽ）将来において予想さ
れる支出のための資金の準備を行ない，（二）保証資本としての積立金とともに
財務の流動性を向上するところから，他人資本供与者を企業に誘引し，術年
金引当金のように従業員にとって有利なものであるときには，労資間の成果
配分の道を開くものである。それゆえに，われわれは，企業体理論の観点に
立って引当金による金融を推奨したいと思う。それにしても引当金の形成と
いう場面で適正な期間利益の算定という課題と，財務政策上の課題とがまじ
り合うのである。ある場合には背反するこの二つの課題を統合することは重
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要な問題であり，過大な名目的利益が利害関係者を錯誤に陥らせることの多
い制度会計のもとでは，とくに，保守的な財務政策が企業自体のみならず，
利害関係者にとってもプラスとなるのである。
